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①被災地域で想定する活動
 災害時においては、支援の「モレ・ムラ」等を防ぎ、地域ニーズにあった支援活動を

促進するため、被災した地域の関係者と協力し、調整機能としての役割を果たす。

被災者/住民/地域のニーズと支援状況の全体像の把握

支援団体等への情報共有と支援団体間のコーディネーション

復旧・復興に向けた支援策の提言および支援全般の検証など

②平時に想定する活動
 次の災害に備えるため、平時において以下の取り組みを行う

 NPO、ボランティアセンター等の市民セクターの連携強化

産官学民等のセクターを越えた支援者間の連携強化

地域との関係構築と連携強化
≪連携の場づくり≫
訓練、研修・勉強会、全国フォーラム等

≪コーディネーション≫
見えない被災者を把握し、残された課題を解決
人・物・資金・情報などを必要なところにつなぐ



NPOへの注目度がアップ「平成29年度版 防災白書」

④今後の課題



防災白書での「NPO」の記載回数

• 平成23年度版 NPO1回 ボランティア43回

• 平成27年度版 NPO4回 ボランティア26回

• 平成28年度版 NPO4回 ボランティア68回

• 平成29年度版 NPO65回 ボランティア89回
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情報集約とコーディネーション

●２つの情報集約

①被災した地域・住民の困りごとの情報

②支援の情報

※ ①－②＝「支援のギャップ」「解決していない課題」

※ ①が限定的だと、「見えない被災地/被災者」

⇒これらを解決するための「コーディネーション」



避難所アセスメント

避難所アセスメント チーム編成表 5月2日～5月4日

№
区
分

担当エリア 所属1 所属1

1

熊
本

チ
ー
ム

県北 ＮＰＯ くまもと ＮＰＯ くまもと

2 県北・県央 ＮＰＯ くまもと ＮＰＯ くまもと

3 県央 ＮＰＯ エコパートナー ＮＰＯ エコパートナー

5 県央 防災士会 防災士会

6 阿蘇 ＪＣ ＪＣ

7 阿蘇 ＪＣ ＪＣ

8

支
援

チ
ー
ム

宇城・天草 福島大学 福島大学

9 御船 レスキューストック みらいサポート石巻

10 嘉島・甲佐 PBV PBV

11 県南 震つな かながわ311

12 県南 ＪＡＲ

市町村の皆様へ
～NPO等と連携した避難所運営の改善について～

平成２８年５月１日熊本県健康福祉部

２．実施内容：

ノウハウを有するNPO（組織的なボランティア）等と連携することにより、
①避難所の生活環境の向上、②運営にあたる行政職員の負担軽減を図ります。

１．目的：

保健師の見回り情報等、県がこれまでに把握してる避難所に関する情報

＜NPO等による訪問調査＞
内容：避難所の生活環境に関する調査
期間：５月２日～４日（予定）
対象：別紙の通り
方法：NPOによる目視と、必要に応じて

運営者の方に最小限のヒアリング

御協力・御周知
お願いいたします！

※住民の皆様に御負担は
お掛けいたしません

＜NPO等による支援＞
＜例＞避難所環境について助言・支援

整理整頓、衛生面、パーテーション設
置、女性の視点に立った運営、避難者
自身による運営への移行 等

避難所支援チーム
（市町村毎）

行政、社会福祉協議
会、NPO、地元ボラン
ティア（JC等）

Ｋ県・政府現地対策本部

３．運営主体： 「熊本地震・支援団体火の国会議」に参加するNPO
「熊本地震・支援団体火の国会議」とは、熊本地震による被災者支援、生活再建を官民
連携により実施するために、国（政府現地対策本部）、熊本県、ＮＰＯが設立した会議。

＋

【照会先】 事務局 全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）
政府現地対策本部 （内閣府）
熊本県健康福祉政策課



熊本地震におけるJVOADの「調整」の取り組み
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 避難所支援

 運営支援の調整（益城2団体、嘉島1団体、熊本4団体）

 生活環境調査の実施（県域：避難所118ヵ所）と環境改善（御船、宇城、益城）

 避難所集約、閉所に向けたサポート（嘉島町、熊本市）

 避難所への炊き出しの調整（益城町）※「NPOくまもと」にて実施

 物資支援

 物資倉庫（県借上げ）の管理

 NPO等を通じた義援物資の調整（県域：70品目以上）

 仮設住宅支援

 集会場への備品支援の調整（県域）

 地域支え合いセンターへのNPOの調整（益城） ※KVOADにて実施

 仮設住宅への支援団体の調整（県域） ※県社協、KVOADにて実施

 仮設住宅への家電支援の調整

 その他

 被災者支援に関する制度の理解促進、アドボカシー（公費解体、バリアフリー対応など）



熊本地震で見えてきた課題
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災害の都度おきる課題

 避難所
 運営者不足

 なかなか届かない物資

 住環境がバラバラ

 在宅避難
 状況把握が困難

 届きにくい支援

 仮設住宅
 バリアフリー

 使い勝手

 家電などの必需品

 コミュニティ形成（集会場などの活用）

新たに見えてきた課題

 避難所
 避難する理由が多様化

 解消までの道筋

 行政だけでの運営は限界

 行政以外のリソースが限定的

 車中泊対策

 困難な自主運営

 在宅避難
 自宅に戻ることの不安（家、コミュニティ）

 支援格差

 仮設住宅
 見守り体制ができるまでの連携は？



今後の連携体制イメージ（都道府県と市民セクター）

災害ボランティアセンター
（災害VC）

対象：個人ボランティア
実施主体：社会福祉協議会

計画：地域防災計画
災害VCマニュアル

NPO等の受入・調整機能

対象：NPO等の支援団体
実施主体：中間支援ネットワーク／

（災害VC）

（地域防災計画等への反映）

連携会議

行政、社協（災害VC）、NPOによるネットワーク
（地域防災計画、受援計画、防災マニュアル等への反映）

こ
れ
ま
で
の

計
画
な
ど

今
後
、
必
要
な
機
能

JVOADは、関係機関と連携し、地域の状況にあった体制の構築に努めていく




